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序　　　　　文

ボリヴィア共和国政府は、我が国にサンタクルス県における稲生産技術の改善及び普及に関す

るプロジェクト方式技術協力を要請してきました。国際協力事業団は、この要請の背景及び実施

可能性を調査するとともに、技術協力の可能性の検討に必要な基礎的情報を収集するため、平成

10年 12月７日から 12月 17日まで国際協力事業団 農業開発協力部 計画課  内海晋課長代理を

団長とする基礎調査団を派遣しました。

本報告書は、同調査団による調査結果について取りまとめたものであり、今後、この地域にお

ける技術協力実施の検討にあたり、広く活用されることを願うものです。

終わりにこの調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表

します。

平成 11年 1月

国際協力事業団

理事　亀　若　　　誠















略語

CIAT Centro de Investigación Agr ícola Tropical 熱帯農業研究センター

CAISY Cooperativa Agropecuaria Integral San Juan サンファン農牧総合協同組合
de Yapacani

FENCA Federación Nacional de Cooperativas Arroceras 全国稲作協同組合連合会

CIPCA Centro de Investigación y Promoción del 農業研究促進センター
Campesinado

ASPAR Asociación de Productores de Arroz 稲生産者協会

CETABOL Centro Tecnológico Agropecuario en BOLIVIA JICAボリヴィア農業総
合試験場
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１．基礎調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ボリヴィアの農牧業は、少数の大規模農場による商品作物生産と、多数の零細農民の自給型農

業という二重構造になっている。地域的にも、山岳・渓谷地帯では先住民族による小規模零細農

業が中心であり、東部の平原地帯では大規模農場が中心になっているものの、農家戸数では零細

な焼畑農業を営む小規模農家が圧倒的に多く、技術的・経済的支援が求められている。

こうした状況からボリヴィア政府は、我が国に対してプロジェクト方式技術協力「稲生産技術改

善普及計画」を要請してきた。これは、サンタクルス県などの平原地帯で焼畑陸稲栽培などに依存

している小規模農民が、栽培技術や種子の劣悪さなどから低い生産性にとどまり、同時に、耕作

地を転々とすることにより、土壌劣化の面でも問題となっている現状を踏まえて、貧困対策と環

境保全に資する稲作技術の改善・普及をめざすものである。

我が国はこれまで、ボリヴィアの熱帯農業研究センター(CIAT)において陸稲生産に関する研究

協力を行ってきており、従来の協力成果を発展させて、零細農民へ技術普及を図ることの意義は

大きいと思われる。

この要請を受けて国際協力事業団は、環境保全に配慮した持続的農業を可能とする稲作技術の

普及に向けて、協力可能な技術分野の検討に必要となる基礎的情報を収集するため、本基礎調査

団をボリヴィアの当該地域に派遣して、農業政策、試験研究機関及び普及教育機関の活動状況、農

業生産の現状、栽培技術上の課題、農家の技術水準などを調査し、それぞれの抱える技術的課題

を把握するとともに、要請案件の実施可能性を検討することとした。

本調査では、当該地域に日系移住者が多数農業を営んでいることにかんがみ、これら日系人農

家への裨益の可能性についても検討した。

１－２　調査団の構成

（1）総括／農業開発

内海　　晋 国際協力事業団　農業開発協力部　計画課　課長代理

（2）稲作研究／種子生産

金　　忠男 農林水産省　東北農業試験場　水田利用部　上席研究官

（3）技術協力

瀧口　暁生 国際協力事業団　農業開発協力部　畜産園芸課　職員
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日順 月日 曜日 内　　容

1 12/7 月 21：00 成田発（JL064）

8：40 サンパウロ着

10：00 サンパウロ発（RG880）

2 8 火
10：50 サンタクルス着

15：30 サンタクルス県経済開発局長表敬

16：30 CIAT本部表敬、協議

18：00 JICAサンタクルス支所打合せ

8：00～ CETABOL調査

3 9 水 10：30～ 日系オキナワ移住地稲作農家調査

14：00～ CIATサーベドラ試験場調査、協議

4 10 木 10：30～ ヤパカニ内国移住地調査、地元 NGO調査（FENCA）

9：30～ サンファン日系移住地調査
5 11 金

15：00～ アントファガスタ内国移住地調査、地元 NGO調査（CIPCA）

9：30～ サンタクルス市内 NGO調査、協議（FENCA,CIPCA,ASPAR）
6 12 土

15：00～ CIAT本部協議

20：30 サンタクルス発（LB932）
7 13 日

21：30 ラパス着

9：00～ JICAラパス事務所打合せ

8 14 月 10：30～ 農牧農村開発省表敬、協議

16：30～ 日本大使館報告

13：30 ラパス発（RG881）
9 15 火

19：50 サンパウロ着

10 16 水 1：05 サンパウロ発（JL063）

11 17 木 13：15 成田着

１－３　調査日程

1998年（平成 10年）12月７日から 12月 17日まで：11日間
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１－４　主要面談者

（1）サンタクルス県経済開発局

Oscar A. Daniagua Barbery 局長

（2）ボリヴィア熱帯農業研究センター(CIAT)

Roger Zambrana 所長

Cesar Zamur 生産部長

Carlos Manchego 計画部長

Roger Taboada 試験研究部長

Jose Luis Escobal 地方試験部長

Pablo Andrade 普及部長

Edgar Guzman サーベドラ試験場長

田中　豊三 JICA個別派遣専門家

（3）サンファン農牧総合協同組合（CAISY）

加藤　重則 組合長

松本　慶乃 監事

米倉　勇生 農園総括部長

（4）全国稲作協同組合連合会（FENCA）

Gonzaro Vasquez Ramirez 事務局長

（5）農業研究促進センター（CIPCA）

Adrian Cruz 稲種子生産プロジェクトリーダー

（6）稲生産者協会（ASPAR）

Julio Cesar Anez Hurtado 支配人

（7）農牧農村開発省

Walter Nunez Rodriguez 農牧担当副大臣

Fernando Eguez Parada 農業局長

Florencio Zambrana 農牧農村開発省アドバイザー
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（8）日本国大使館

興津　克臣 参事官

下川　富夫 二等書記官

野村　知子 二等書記官

（9）JICAボリヴィア事務所

金城　誠一 次長

梁瀬　直樹 職員

（10）JICAサンタクルス支所

馬渡　善治 支所長

中島　敏博 現地職員

（11）JICAボリヴィア農業総合試験場（CETABOL）

小堀　泰之 場長
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２．要約（調査団所感）

ボリヴィアでは、山岳高原地帯から東部平原地帯への人口移動が依然として続いている。こう

した内国移住者の就業機会確保のための政策的支援は、ボリヴィア政府にとって極めて重要と考

えられる。

サンタクルス県においては、その恵まれた自然条件から稲作を中心とする農業に大きな雇用吸

収力を期待しうるものと思われる。そのためには農地改革などによる入植地の確保はもとより、

この地における農業経験の少ない内国移住者に対し、適切な技術支援が必要とされるが、分権化

の進行しているボリヴィアの中央・地方行政には十分な技術支援の体制は期待し得ない。

一方で、熱帯農業研究センター（CIAT）は現在ではボリヴィアで唯一の稲作研究を行う機関と

なっている。CIATは予算削減の影響を受け、その体制は決して十分とはいえないが、最近ではNGO

と連携して小規模農家への優良種子の提供を中心とする技術支援を進めつつある。

内国移住者が必要としているのは、稲以外の作物を含めた総合的な技術支援である。現在CIATが行

おうとする活動は満足すべきものとはいえないが、ボリヴィアの中央・地方政府の現状及び CIAT

が NGOとの連携を進めている現状を考えれば、我が国がこうした内国移住者を対象とした技術協

力を考える場合には、当面CIATへの技術協力を通じて内国移住者が必要とする技術支援の一端を

担うことが現実的といえる。

プロジェクト活動としては、内国移住者など小規模農民向けの新品種の開発、種子生産農家へ

の原種の供給は CIATが行い、小規模農民への改良種子供給や展示圃場における技術実証などによ

る技術普及は NGOなどが行う。さらにこうした NGOなどの普及員の訓練を CIATで行うというよう

な内容が想定される。これらはいずれもCIATが取り組みを始めようとしているものの、人的、資

金的制約に加えて技術的にも CIATの能力は不十分であり、我が国の協力の必要性が認められる。

また我が国は陸稲栽培の経験は少ないものの、育種や栽培試験の管理方法、普及員訓練などにつ

いては他に協力事例もあり、対応可能と思われる。

NGOは国連食糧農業機関（FAO）など他ドナーの資金援助を受けるなどして体制整備に努めている

ものの、決して満足できる体制ではない。我が国が協力する場合には CIATだけでなく NGOへの

直接的支援も視野に入れることを検討する必要がある。またその際にはサンタクルス県の稲作に

大きなウエートを占めるサンファン農協（CAISY）が参画することが望ましい。さらに土壌分析など

特定の分野においては JICAボリヴィア農業総合試験場（CETABOL）の支援が加わることも考えられ

る。

いずれにしても、ここで想定している CIATへの協力は、本来あるべき内国移住者支援策のほん

の一部にすぎず、今後ボリヴィアの中央・地方政府が移住地のインフラ整備や、本格的な技術普

及体制の整備に取り組むことが重要である。本件協力が実施される場合には、これを通じてその
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気運が盛り上がることを期待するものである。
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３．ボリヴィア農業の現状と課題

３－１　ボリヴィアの概要

３－１－１　自然条件

ボリヴィアでは日本の約３倍の国土に約 750 万人が居住しており、その国土は「３階建ての

国」といわれるように、山岳高原地帯（ラパス、オルロ、ポトシ）、渓谷地帯（コチャバンバ、チュ

キサカ、タリハ）、平原地帯（バンド、ベニ、サンタクルス）に３分類され、地域によって、気

候、民族、文化まで異なる。（付属資料 3.参照）

山岳高原地帯は主に標高 3500ｍ付近に展開し、気候は冷涼で乾燥している。古くから人が住

み着き、民族的には先住民族が大半を占める。多くは伝統的農業に従事しており、トウモロコ

シ、ジャガイモなどを栽培している。他に主な産業としては錫、銀などの鉱業がある程度であ

る。

渓谷地帯は、標高 1000～ 2500ｍ程度、大半は山地であり、人口は比較的大きな盆地や山間の

平野に集中している。気候は温暖湿潤で野菜、果物の生産が多い伝統的な農業地帯であるが、１

戸当たりの耕作面積は少ない。

平原地帯は、アマゾン川上流に広がり、標高200～ 500ｍほど、気候は北部のパンド県は熱帯、

ベニ、サンタクルスの両県は亜熱帯あるいは温帯である。現在開発の進むサンタクルス県は、か

つては人口の少ない熱帯雨林地域であったが、今世紀半ばごろから内外の移住者が、熱帯雨林

を焼畑などによって切り開き、発展し始めた。開拓された土地では、大豆、トウモロコシ、サ

トウキビ、米、綿などの大規模な農業が展開され、今やこの国の穀倉地帯となっている。石油、

天然ガスが産出するなど天然資源にも恵まれている。現在サンタクルス市を中心に急速な発展

を遂げ、山岳地域からの内国移住者も多い。民族としては、白人、メスチーソが多く、日系、ド

イツ系、ロシア系など世界各地からの移民もいる。

３－１－２　政治・経済

1982年に民政に移管し、1997年総選挙で選ばれたウーゴ・バンセル現大統領は、基本的には

前政権の路線（自由市場経済主義、行政改革など）を踏襲している。

産業の多様化と発展が上述の厳しい地形条件に阻害され、ボリヴィアの１人当たりGNPは 800

ドル(1995)に止まっており、南米諸国のなかではガイアナに次ぐ低所得国である。産業構造は

表－１に示すとおりであり、農業は他の発展途上国同様、ボリヴィアでも就業人口の多くが従

事する重要な産業であるが、生産額に占める割合は高くない。
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表－１　産業構造（1995年）

農業 工業（うち製造業） サービス業

総生産額（％） 15 30（17） 55

就業人口（％） 47 13（ 7） 40

（農村人口 45％　失業率 20％）

出典：農林水産業協力便覧（中南米編）1998.1　国際農林業協力協会　Ｐ 29,30

近年、非伝統的輸出品といわれる大豆製品をはじめとした農業生産物の輸出量が増加してき

ているものの、今なお、輸出の７～８割を伝統的輸出品である鉱産資源に依存しており、モノ

カルチュア経済から脱していない。

1980年代のハイパーインフレ（1982年 296.5％、1985年 8170.5％、1987年 10.7％）は終息し、

1990 年代は安定した緩やかな成長を続けているが、一方で 1980 年代に膨らんだ債務の返済が

滞っていることから、日本からの有償資金協力は凍結されている。

３－１－３　特記事項

国境付近での密貿易、麻薬取引など統計数値に表れないインフォーマル部門が依然大きいよ

うである。例えば輸出していないはずのアルゼンティン産の米が店頭で売られているのを見か

ける。また、1980年代後半において「コカ及びコカインの生産額は 25億 US＄に達し、正規の国

内総生産 30 億 U S＄とほぼ等しいと言われる（ボリヴィアの農業　－現状と開発の課題－　

1990.3　国際農林業協力協会　Ｐ 30から引用）」ほどであった。

３－２　ボリヴィア農業の現状

ボリヴィアにおける農牧業は、ＧＤＰの約２割、就業人口の約４割を占める主要産業であるが、

その農業形態は、歴史的、文化的背景、及び地形、気候の相違から、地域によって大きな相違が

あるため、この国の農業問題を一様に語ることはできない。

例えば、営農形態では、山岳地帯や渓谷地帯では先住民族による小規模零細農業が中心となっ

ている。一方、東部の平原地帯では輸出用商品作物の生産などを行う大規模農場が中心となって

いるものの、農家戸数で見ると零細な焼畑農業を営む小規模農家が圧倒的に多い。

また作目で見ると、冷涼な山岳地帯ではジャガイモ、ソラマメ、オオムギなど、温暖湿潤な渓

谷地帯では野菜や果樹、温暖かつ比較的乾燥した気候で広大な土地が広がる平原地帯では大豆、

トウモロコシ、サトウキビ、稲などが主に栽培されている。

主要作物の県別生産量は表－２のとおりであり、ボリヴィア農業に占めるサンタクルスの重要

性は非常に大きいことが分かる。
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近年、農業生産物の輸出が増加している。鉱産物価格の低迷、資源の有限性を考えると、輸出

品目の多様化がボリヴィアの課題としてあげられるが、その意味からも農業発展の重要性は大き

い。

３－３　国家開発計画における農業開発の位置づけ

３－３－１　ボリヴィアの農業開発計画

バンセル大統領は就任後（1997.9）発表したメッセージ「21世紀に向けたボリヴィアの公約」の

なかで「機会（雇用と収入を促す）」、「平等（貧困撲滅）」、「制度化（憲法の尊重、権力乱用の防

止）」、「尊厳（麻薬対策）」の４つのテーマを訴えた。

その後、上記４テーマに基づいて課題が検討され、1997年 11月に「行動計画（1997－ 2002）」

（付属資料 2.参照）が発表された。本件要請はこのうち、b.平等の 7）雇用の創出及び所得の増

加、9）地域開発、天然資源を含めた生産コミュニティーの強化、10）地方の弱者グループに対す

る支援強化と関連する。

３－３－２　人口移動の現状と対策

ボリヴィアでは経済の行き詰まりつつある山岳地帯から、急速な発展を遂げる低地への人口

移動が進行しており、そのうち約６割がサンタクルス県に流入している。（図１）

高地の住民にはスペイン語の話せない者も多く、サンタクルスにおいても彼らが職に就くの

は容易ではない。このまま高地からの流入人口がサンタクルス都市部に集中することは、スラ

ムの形成、両者の文化的対立を引き起こしかねない。

ボリヴィア政府は高地の住民に50haの土地を与えてサンタクルスの原野に移住させる内国移

住政策を実施していたが、その土地の多くはアクセスの悪い場所にある。

移住者はその土地を１～３haずつ焼畑により開墾し、主に稲、あるいはトウモロコシ、キャッ

サバ、大豆などを栽培している。

現在、普及体制の不備などにより、政府による彼ら内国移住者への支援は十分とはいえず、移

住者は全く条件の違う土地での農業を手探りで行っている。いくつかの NGOも彼らを対象に技

術指導などの活動をしているが、人員、予算の不足から十分な活動はできていない。引き続き

彼らへの支援を検討して行く必要があろう。
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３－４　他ドナーの活動状況

ボリヴィアに対する他ドナーの農業分野の協力活動状況は、付属資料 8.のとおりであり、稲作

に対する支援を行っているドナーは日本のみである。

３－５　サンタクルス県の農業

３－５－１　サンタクルス県概要

サンタクルス県の面積は37万 621km2とボリヴィア全土の 34％を占め、日本の面積とほぼ等し

い。東部の平原地帯に含まれ、年平均気温は22～ 23℃、年間降雨量は亜熱帯性気候である北部

の一部は、1800～ 2000mm、温帯低地性気候である他大半の地域は 1000～ 1500mmである。人口は

136万 4000人でボリヴィア全体の 18％である。

３－５－２　サンタクルス県農業概要

サンタクルス県はボリヴィアの穀倉地帯であり、農牧業の国内総生産のうち約 40％を生産し

ている。国内生産に占めるサンタクルス県の生産割合が大きい作物としては、大豆 93.12％、米

69.84％、サトウキビ 65.95％、ユカ（タピオカ、マンジョカ、キャッサバ）40.94％、トウモロコ

シ（Maize Grano）34.99％などがあげられる。

広大な平原地帯であるため、経済力のある農家は、大規模機械化農法により、商品作物を栽

培しているが、経済力のない大半の農家は 50ha、あるいは 100haの土地を所有していても、実

際に耕作するのは焼畑で開墾した数 haのみである。彼ら焼畑農民は播種、収穫などの作業はほ

とんど人力で行っており、ほとんどの農家では肥料を使用せず、数年で収量が低下するとほか

の土地を開墾する。
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４．稲作の現状

４－１　稲作の現状

４－１－１　米生産の現状

ボリヴィアにおける稲の作付け面積及び生産量は年々増加の傾向をたどり、10年間で約 50％

の生産量の増加となっている。最も多収穫だったのは 1995 ／ 1996 年度で作付け面積は 13 万

1000ha、生産量（籾）34万 4000ｔに達している。なかでも稲の主産地であるサンタクルス県の

シェアは面積で 67％、生産量で 82％を占めている。

表－３　ボリヴィアにおける稲の作付け面積と米生産量推移

1988 1992 1993 1994 1995 1996 1997 '97/'88

作付け面積
96 113 121 136 130 131 125 130

(1000ha)

単収
1.8 1.7 1.8 1.8 2.0 2.6 2.0 111

(ｔ /ha)

生産量
171 195 222 247 263 343 253 148

(1000ｔ)

出典：ボリヴィア農業の現状と問題点 1998.12　JICA  ボリヴィア事務所

４－１－２　米消費の現状

米の１人平均の消費量は年間 25～ 30kgであるといわれている。FAOの調査で、国民の栄養向

上にとって米が重要であること、穀類なのでイモ類とは違い貯蔵性がよく、安定的な食料であ

ることなどが指摘された経緯もあり、米の需要は増加してきている。ラパスなど高地に住む

人々が米を食べるようになったことも消費者増の大きな要因である。

米は焼畑農家にとっては主食である。農民からの聞き取り調査では、生産した籾のなかから、

家族４人分として５ファネガ（184kg×５ =920kg)を自家消費に回すという。白米にすれば、家族

１人当たり約 150kgで、かつての日本と同じ水準である。（現在の日本は１人当たり約 70kg）

一般市民にも肉類との組み合わせで日常的に食されている。日常の利用法を知りたいという

調査団の質問に対して CIATが用意してくれた米料理は、炒めご飯、リゾット、コメ入りスープ、

お粥、牛乳で炊いたご飯、それに甘くクリーム状に煮たおやつであった。焼肉レストランでは

野菜、果物、サラダのコーナーに白飯や炒飯が並べられていた。

ボリヴィアの米は自給されているといわれている。CAISYのように生産した米の一部をペルー
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などに輸出している事例がある一方で、スーパーマーケットではアルゼンティンの米が販売さ

れている。米の流通や需要と供給の関係については統計がないこともあって、不明な点も多い。

白米の価格はサンタクルスのスーパーマーケットで見た例では、１ kg当たりボリヴィアの普通

米は4.8Bs（ボリヴィアーノス：１US＄＝ 5.6BS：1998.12）、砕け米3.1Bs、アルゼンティン米 5.0

～ 7.7Bs、パーボイルライス 9.5Bsであった。

メルコスール（MERCOSUR；南米南部共同市場）体制下でボリヴィアの米がどうなるか、競争力

がないのではないかと懸念する声も聞かれる。しかし、国内消費が増え、また、陸上輸送のた

め高い経費がかかる現状では、競争力の問題は大きいとはいえず、むしろ食糧の安全保障の面

を考慮すれば、自国の生産力の増強を図るべき事態になっている。

４－２ 稲栽培の現状

調査期間にサンタクルス県内の小規模焼畑農家や大規模機械化農家を訪問し、稲作の状況を調

査した。川からの用水に恵まれた地帯の一部の日系人農家で畦を造成した“水田”がみられた以外

はすべて陸稲であった。

４－２－１　小規模焼畑農家

鉱業の低迷などにより就業機会が減少したことから、山岳高原地帯の住民のサンタクルス県

などへの流入が続いている。「内国移住政策」で移住した者には１家族あたり 50haの森林が与え

られ、それを農地として開拓し、焼畑農業を行っている。

ヤパカニ地域の農家では、開墾が成功してトラクターを導入し、稲と大豆を作っている人か

ら、細々と焼畑を続ける人まで、階層の分化が生じていた。

小規模の焼畑農家では穂摘みで収穫するため、長稈・長穂の古い品種を作付けしている。マー

ケットで良い種子を買う余裕もないので種子更新はほとんど行っていない。たまに精米工場で

種子を取り替える程度で、混じりの多い品種の良くない種子を用いており、その対策が重要な

課題となっている。

４－２－２　大規模機械化経営農家（日系移住者）

サンファンの日本人移住地では大型機械を用いた稲と大豆の生産が行われている。11月、雨

期の到来を待って稲の作付けが始まり、３～４月に収穫する。乾期は雨が少なく冷涼となるの

で大豆が栽培されている。大豆は価格が良いときには雨期にも栽培される。

サンファン移住地の1997／ 1998年度の稲作は 65名の農家で 10,207haを作付けし 37,000ｔの

収量を得ており、この国のなかでは最も先進的な経営を行っている。

サンファン農牧総合協同組合（CAISY）では稲の品種選定や採種などの試験も行っている。近
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年、CAISYで選定した IAC101（ブラジルで育成された品種）は品質も良く、国内販売のみならず

輸出競争力の強化にも有効であるといわれている。農協で IAC101 の原種及び保証種子を生産

し、農家に販売している。

オキナワ地区の大部分の農家は、雨量が少なく稲作ができないので、大豆や畜産（肉牛）の生

産を行っている。ただし、一部農家は近くを流れる川を利用して水田を造成している。なかで

も幸地氏は 400haの水田を保有している。稲作りは息子２人にまかせ、本人は肉牛生産に取り

組んでいる。こうした日系人の活動は現地の農家の良い手本ともなっている。

４－３　稲の育種

ボリヴィアにおける稲の育種はサンタクルス県の熱帯農業研究センター（CIAT）で実施されて

いる。CIATでは国際研究機関であるコロンビアCIATやフィリピンの国際稲研究所（IRRI）から多数

の未固定系統の配布を受け、そのなかから自国に適合する品種を選んできた。以前は技術的にも

不備であったが、JICA個別専門家などの指導によって研究の強化を図り、SACIA１～６といった新

品種を選抜している。その原種生産と普及も徐々に進んでおり、SASIA２と SACIA５は種苗登録も

考慮中とのことである。

かつて国際研究機関からの系統配布は無償で行われていたが、予算不足のため、近年は受益国

の負担が求められるようになり、FLAR（ラテンアメリカ稲基金）に対し、ボリヴィアからも毎年度

の負担金（今年は 22,500US＄）を拠出することになった。負担金は CAISY、全国稲作協同組合連合

会（FENCA）、稲生産者協会（ASPAR）で３等分している。

一方 CAISYが IAC101のパテント料として原種の売上量の２％を育成機関であるブラジルのカン

ピーナス(Institute Agronomico de Campinas. São Paulo, Brazil)へ納付していることも１つ

の刺激となって、独自の品種開発に対する気運が盛り上がっている。CIATでは JICAのこれまでの

協力で交雑育種法の基礎が技術移転されているが、個別専門家の協力分野が育種から種子生産部

門へ転じたこともあって、交雑育種の進展は今のところ停滞している。

今回のプロジェクト方式技術協力要請では交雑育種法によるオリジナルの良質品種の開発が大

きな柱となっていることから、日本の稲育種の体制を説明し、研究者の確保、継続的な研究の重

要性を説明した。

我が国の稲の育種では、一般的には図－２のような手順で交雑育種が行われている。
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図－２　交雑・系統育種法の一例

遺伝資源の収集・評価・保存

母本、父本の選定

人工交配

初期世代の育成
集団育種法

単独系統（一般系統）
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特性検定、産力検定

地方番号
奨励品種決定調査

新品種

原原種の維持 → 原種 → 採種

良い種を農家へ

F1--F3,F4

F4,5--F8,,

(F10,,)

耐乾性、品質、…

育種目標の明確化

変異の作出

固定促進
個体選抜 → 系統

系統選抜 → 個体選抜
（繰り返し）
選抜・固定

有望系統
地域適応性検定、審査

品種登録

種子生産・普及
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要因
等級

原種 登記種子 保証種子 検査種子
他品種及び異形穂（％） 0.05 0.10 0.20 0.30
有害雑草 0 0 0
赤米（％） 0 0.02 0.04 0.06
サンプル数 10 10 10 10
サンプル当たりの検査穂数 1000 1000 1000 1000
最大圃場規模（Ha） 5 10 20 30
一般雑草及び他作物

病害

日本の稲の育種は主として農林水産省及び道県の専門の研究室で実施されており、その構成員

は３～４人のところが多い。近年は民間企業の育種も活発になってきている。

遺伝資源の収集・評価・保存は農業生物資源研究所を核とした組織体制で実施されており、各

研究室は当該地域の育種目標に沿って、交配母本を選定している。選抜・固定の作業もしっかり

した野帳の記録と管理、論議のもとに行われている。特性検定や奨励品種決定調査は全国の該当

機関で実施され、厳正な判断が下される。こうした育種体制のもとで、イモチ病に対する抵抗性

や冷害に強い稲の品種が開発されてきている。（付属資料 12.参照）

CIAT側の熱意は十分認められるが、予算規模の縮小により稲育種へのカウンターパートの配置

は２人がやっとのようであった。我が国の体制を即移入することはできないであろう。プロジェ

クト方式技術協力の初期段階では多少のトラブルも予測される。こうした現状で、どのような交

雑育種法が可能か、どう継続性を図るかなどについて今後の検討も必要である。

しかしこのプロジェクトで組織的な研究推進、試験成績の記録・保存、情報の共有など、現在

の CIATの研究体制で欠けている部分の強化を図ることの意義は大きいと思われる。

４－４　種子生産

種子は生産活動の基本となるものなので、優良種子の供給の効果は極めて大きい。今回の調査

でも、CIATの研究者から農民にいたるまで“優良種子”への要望が強かった。ボリヴィアにおいて

も種子生産は国の種子生産規準（ノルマ）に基づいて実施されている（表－４）。新しい品種の原原

種（育種家種子）は種子の検査体制のもとで原種、登記種子、保証種子、検査種子という段階で増

殖される。この体制は日本の場合よりやや複雑であるが原則としては同じである。ただし、「主要

農産物種子法」で予算措置がなされ、生産・販売組織が整備されている我が国の体制とは異なり、

優良種子が生産現場に広く行き渡っているとは言い切れないのが現状である。

表－４　ボリヴィアにおける稲の種子保証に関する具体的ノルマ

それほど有害でなく、かつ収穫において問題にならないも
の。

検査官の判断。

（付属資料 9.より）
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CIATでは 1997／ 1998年度 SACIA１～５、CICA８など８品種の原種を 19.6ｔ生産している（表－

５）。JICA個別専門家の指導もあって、水田での二期作が可能となったことなどから、約80ｔの

原種生産が期待されている。

表－５　CIATにおける稲原種生産量（kg）

品種 年度

1995/1996 1996/1997 1997/1998

Tacu(SACIA-1) 727 1,355 720

Tari(SACIA-2) 5,324 6,276 10,703

Tutuma(SACIA-3) 0 652 275

Jisunu (SACIA-4) 0 605 184

Urupe(SACIA-5) 913 2,079 4,014

CICA-8 4,742 2,682 3,669

Bluebelle 104 0 0

合計 11,810 13,649 19,565

注）圃場生産量であり、原種として保証を得た量ではない。

（付属資料 1.より）

原種は NGOの農民組織である FENCAやキリスト教国が支援している NGOの農業研究促進センター

（CIPCA）、CAISYなどに販売される。農民組織では原種を用いて“保証種子”を生産し、農家に販売

している。CAISYのようにしっかりした技術と種子調整・貯蔵施設があれば、良質の種子の生産が

可能である。

しかし、CIATの種子調整施設は旧式の、おそらく 30年くらい前の機械であり、空調施設も不十

分である。保証種子の採種現場でも混種や貯蔵時のネズミの害など、問題は多く発生している。ア

ントファガスタの CIPCAの活動を調査した折にはそうした実情を聞き、また貯蔵施設要求の具体

的な計画作成（CIPCA本部に対する地域からの要請）などの活動を見ることができた。今後の種子

生産・貯蔵体制の強化が必要である。

４－５　普及体制

CIATには 22人の技術移転に関する職員がおり、彼らはサンタクルス県にいる150人の普及員（NGO

や民間の資材販売会社の技術員も含む）を対象に講習会などを行っている。普及方法は英国の指導

もあって、以前の上意下達方式から、農家の圃場に研究員、普及員、農家が集まって協議しなが

ら進める協調方法に転換しつつある。

また研究の成果などの詳しい情報は、NGO の資金援助を受けて出版物として配布している（無
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償、有償の場合がある）。

CIATの普及部長は若くて活動的であるが、調査地区の農民の集会では「種子は配ってくるが栽培

方法は教えていない」というような普及活動への不満の声も出ている。普及組織の拡大と充実も重

要な課題である。

CAISYでは組合員を対象に営農相談を行っている。農協の購買部で取り扱う肥料、農薬（とくに

除草剤が多い）の使用法も指導している。非組合員の近隣農家もこの組織を利用しているので、指

導員は極めて多忙である。前述の農民の集会では、日系人の稲作りの技術を、もっと学びたいと

いう意見も出ていた。

CAISYの試験圃場では NGOと協力して、機械化栽培用の新品種や焼畑用品種展示圃を設置してい

た。焼畑用の品種は CIPCAが管理しているということであった。この圃場は 1999年２月 27日、ボ

リヴィアの「米の日」に公開される。
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５．技術協力の方向性

５－１　要請の背景と協力の必要性

５－１－１　要請内容の要旨

本件の要請内容は付属資料 1.のとおりである。これはサンタクルス県などの平原地帯におい

て焼畑による陸稲栽培などに依存している小規模農民が、栽培技術の未熟さや種子の劣悪さな

どから生産性が低位に止まるとともに、転々と耕作地を移動することで土壌劣化の面でも問題

となっている現状を踏まえ、貧困対策と環境保全に資する稲作技術の改善と普及をめざすもの

である。

５－１－２　貧困地域からの人口流入

貧困対策の視点からは、山岳高原地帯から東部平原地帯への人口移動が依然として続いてい

ることに注目する必要があろう。（P.11図－１参照）

サンタクルス県はボリヴィアにおいて最も大きな農業開発のポテンシャルを有する地域であ

り、天然ガス開発などにより経済は活況を呈している。その裏返しとして貧困地域を抱える山

岳高原地域からの人口流入が続いている。調査団移動中も、蒸し暑いサンタクルス市には似つ

かわしくない民族衣装をまとった先住民族とおぼしき家族が、何組も市街を徘徊していた。現

状では良好なサンタクルス県の治安状況も、こうした「内国移住者」の増大とこれに伴う失業者

の増加などにより悪化する可能性もある。そうなれば活況を呈するサンタクルス経済にも影響

を与えかねない。これを未然に防ぐ意味でも「内国移住者」の就業機会確保のための支援はボリ

ヴィア政府にとって重要な政策たりうるものと考えられる。

こうした「内国移住者」の多くは先住民族であり、その文化の維持の面でも山岳高原地帯での

経済開発を進めることで人口移動に歯止めをかける方が適切との考え方もあり得る。しかし、

現に生じている人口移動はボリヴィア国内の地域間経済格差に起因するものであり、いったん

こうした流れができてしまえば既に平原地帯に移住した親戚・知人を頼って移住する者も出て

くるであろうから、通常の手法でこれを食い止めることは困難であろう。かかる人口移動を受

けとめる政策的措置をも併せて講ずる必要があると考えられる。

５－１－３　農業開発の方向性

サンタクルス県は、平坦かつ広大な土地と雨期のまとまった降雨、豊富な日射量と気温など、

自然条件に恵まれており、こうした条件を活かした大規模機械化農業が展開されている。その

一方、内国移住者をはじめとする小規模農民の多くは、まとまった降水量が期待できる雨期に
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陸稲栽培を行い、生産した米は主食として自家消費に回すとともに余剰分の販売で現金収入を

得ている。

ボリヴィアはメルコスールの準加盟国になったことにより、今後域内諸国間との関税が引き

下げられて行くため、ブラジル等からの農産物輸入の増大が予想される。これに対抗して小規

模農民の現金収入の維持向上を図る必要がある。特に、有力な換金作物ともなっている米の生

産性向上と品質向上を図る必要があり、本件要請にある優良品種の開発とその良質な種子の安

定供給は、効果的な手段と考えられる。

CIATは現在ではボリヴィアでは稲作研究を行う唯一の機関となっており、その体制は決して

十分とはいえないものの、SACIA１～６等の新品種の開発、最近では NGOと連携して内国移住者

をはじめとする小規模農民への優良種子の提供などの支援を進めつつあり、こうした活動を更

に進めて行くことが適切と考えられる。

また、農民インタビューで指摘があったように、優良種子の提供だけでは不十分であり、そ

の品種の特性を活かすための最低限の栽培技術指導も必要である。

５－１－４　技術協力の方向性

小規模農民への支援が稲作に係るもののみで十分とは言えないが、ボリヴィアの中央・地方

政府の現状及び CIATが NGOとの連携を進めている現状を考えれば、我が国がこうした小規模農

民を対象とした技術協力を考える場合には、当面CIATへの技術協力を通じて小規模農民が必要

とする技術支援の一端を担うことが現実的と言える。

その場合、我が国がこれまで CIATにおいて陸稲生産に関する研究協力を行ってきたことや後

述の日系移住者への裨益、さらには小規模農民の相当数が陸稲栽培を行い、主食としている現

状を考慮すれば、稲作に対する協力を積極的に検討すべきと考えられる。

既に CIATはさまざまな活動を行っているが、人的、資金的制約に加えて技術的にもその能力

は不十分であり、協力の必要性が認められる。我が国は陸稲栽培の経験は多いとは言えないも

のの、育種や栽培試験の管理方法、普及員訓練などについてはほかに協力事例もあり、対応可

能と思われる。

NGOも FAO等他ドナーの資金援助を受けるなどして体制整備に努めているが、その体制は十分

とは言えない。我が国が協力する場合には CIATだけでなく、NGOへの直接的支援も視野に入れ

ることを検討する必要がある。またその際にはサンタクルス県の稲作に大きなウエートを占め

るサンファン農協が参画することが望ましい。さらに土壌分析など特定の分野においては

CETABOLの支援が加わることも考えられる。
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５－２　想定される協力内容

要請内容及び今回の CIATとの協議から想定される協力内容は次のとおりである。

（1）育種：内国移住者など小規模農民向けの新品種の育成

　1)交雑育種法による新品種の育成

　2)交雑育種、導入育種を用いた有望系統の育成

　3)地域適応性試験体制の組織化

（2）種子生産：原種生産の安定化及び種子生産農家などへの原種の安定供給

　1)種子生産・管理技術の改善

　2)種子生産農家、NGOなどへの研修

（3）普及：適切な栽培手法を伴った改良品種の普及

　1)展示圃場などにおける改良品種の実証展示

　2)NGOなどの普及員の訓練

５－３　日系人との関係

サンタクルス県にはサンファンとオキナワの２つの日本人移住地がある。ともに 1950年代半ば

に入植を開始し、以後40年ほどの移住者の並々ならぬ努力によって、現在地域農家の先導的立場

にある。特に稲作に関してサンファン移住地の農家、その組合であるサンファン農協（CAISY）の重

要性は大きい。

サンファン移住地の稲作は周辺のボリヴィア人小規模農家の注目を集めており、栽培方法など

についての問い合わせが農協の営農指導部局に多数寄せられており、稲作担当の技術職員が対応

に追われている状況とのことである。

本要請案件が実施に移されるような場合には、実証展示活動などの一部をサンファン農協に依

頼することも効果が期待できる。農協としても近隣のボリヴィア人農家との共生を図るという点

で理解を示していた。

また、育種に関しては、プロジェクトの育種目標は小規模農家向けを優先するとしても、移転

した育種技術そのものは日系人移住者の大規模機械化農業向けの品種開発にも適用可能である。

本プロジェクトで日系人への裨益を考えるとすれば、CIATの育種能力の向上を通じて、将来的に

日系人移住者向けの品種開発も行われることが期待しうるということになろう。

オキナワ移住地には JICAボリヴィア農業総合試験場（CETABOL）があり、日系人農家への技術支

援を行っているが、現在、稲作に関する研究は行っていないことから、本要請案件には土壌など

の分析、普及員の研修での活用などが可能と期待される。
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農業研究促進センター（CIPCA）

人員 25人（サンタクルス）
年間予算 約 64万 US＄
収入の内訳 オランダを中心とする欧州のキリスト系団体からの援助が 80％
対象 30部落（種子生産プロジェクト）
活動内容 ボリヴィア全土で農業関係のプロジェクトを展開しており、1998年 12月現

在サンタクルス県のアントファガスタ内国移住地で稲種子生産のプロジェ
クトを展開している。

備考 種子生産プロジェクトは 1998 年度中に終了し、種子調整施設建設のプロ
ジェクトに移行する。

５－４　NGOとの関係

本件要請では、CIATの生産した種子を小規模農家に配布し、同時にその種子の栽培方法の普及

を行うために、NGOの活用を提案している。このためサンタクルス県で稲作農家を対象に活動を行

うNGOとして、既にCIATと連携をとりつつある全国稲作協同組合連合会（FENCA）、農業研究促進セン

ター（CIPCA）、稲生産者協会（ASPAR）の３団体の活動状況を調査した。各団体の概要は以下のとお

りである。

５－４－１　NGOの概要

全国稲作協同組合連合会（FENCA）

人員 21人
年間予算 約２万 5000US＄
収入の内訳 会費 25％、料金収入 30％、経理サービスなどによる収入 45％
対象 小規模稲作農家　約２万人
活動内容 小規模稲作農家向けの種子配布、技術研修、ＣＩＡＴ種子の現地適応試験
備考 ＦＡＯのプロジェクトが入っており、技術者３人のうち２人はそこからの

支援に依存している。

稲生産者協会（ASPAR）

人員 13人
年間予算 約２万 4000US＄
収入の内訳 料金収入、会費、寄付金
対象 大規模稲作農家　300人（組合員数）
活動内容 税関と協力した密輸米の摘発など
備考 対象人数は少ないが、政治的影響力はある。
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５－４－２　予算状況

いずれの団体も寄付金、支援金などに頼っており、自立的な経営にはほど遠いのが実情であ

る。（各組織概要中の料金収入とは米を県外に輸送する際に、１俵46kg当たり 0.5Bs徴収される

もので、その収入を FENCA、ASPAR、市町村、大学で分割する）

５－４－３　組織・人員

いずれの団体も組織体制は一応できているようであるが、人員が不足しているため、十分に

は機能していないようである。例えば FENCAでは対象農家２万家族に対し、技術者が２～３人

しかいない。

本件要請では小農向けの種子配布に NGOを活用することを想定しているが、将来的にこの種

子配布システムが持続するためには、種子配布を有料で行うなど、各 NGOの負担にならないよ

うなシステムを検討する必要がある。

このほかにもいくつかの団体が存在するが、本件に活用できる体制（組織、人員）を持つNGOの

選定は慎重に行われる必要がある。
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６．課題及び問題点

６－１　CIATの体制、予算

1998 年に入って政府予算の削減や他ドナーのプロジェクト終了により CIAT の予算規模が半減

し、これに伴って研究者などの大幅な削減が進められている。今後の動向は不明だが、CIAT側が本

プロジェクトのカウンターパートとして考える研究者の数は考え得る最低限の数字であり、こう

した研究者及び研究活動費の確保が必要である。

６－２　技術普及体制の整備

現行制度では農業普及は市町村の業務とされているが、現実には市町村には農業技術者がほと

んどおらず、普及体制は有名無実とのことである。

これに対し、いくつかの NGOが稲作技術の普及に取り組んでいたが、それもFAOなどの資金援助

で支えられているのが現実であり、自立発展的なものとはいいがたい。

ボリヴィア政府として小規模農家向けの技術普及の重要性を再認識し、体制整備に向けて必要

な措置をとることが望まれる。

６－３　ボリヴィア農牧畜技術システム（SIBTA）構想について

ボリヴィア農牧農村開発省の説明によれば、同省は現在、国土をその自然条件に応じて４つに

区分し、地域ごとに農牧畜に関する研究開発、普及活動を効率的に行うシステム（ボリヴィア国農

牧畜技術システム＝ SIBTA）を FAOの指導のもとに構築すべく作業中とのことである。この構想で

は各地域ごとに設立される基金に国、県、大学、援助機関、NGO、民間企業が出資し、この基金を

もとに各地域の研究開発を一元的に実施することとなるが、その際には研究開発のテーマに優先

度をつけて、同一テーマについて重複した研究を避け、当該テーマについて最も適切な実施能力

を持った機関を選定することなどを考えているとの説明があった。

この考え方によれば、CETABOLも得意とする研究課題についてボリヴィア政府の委託を受けるこ

とが可能となる一方で、日本国政府も研究開発に関する援助を各基金に拠出することが求められ

ることになる。

研究活動への競争性の導入など、理念的には理解できるものである。しかし、これにより研究

資金の効率的利用に効果が期待できるとしても、例えば基礎研究のような短期的に成果が出にく

い活動が縮小されるというような、一面的な評価による弊害も懸念される。農牧農村開発省は当

面のプロジェクトには影響がないと説明していが、今後紆余曲折することも予想され、動向が注

目される。
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６－４　国、サンタクルス県、CIATの関係

CIATは農牧農村開発省の機関でありながら、ボリヴィアの地方分権化の進展以降、国からの予

算はほとんど流れていないこともあって、サンタクルス県との関係を強めている。

このことに加えて前記の SIBTA構想を巡る意見の相違もあって、組織間のコミュニケーション

上の問題を起こしている。将来的にプロジェクトが発足した場合にも、事務手続きの遅滞などに

よりプロジェクト運営に大きな支障をきたす可能性も拭えない。早期の関係改善が望まれる。

６－５　メルコスールの影響

今回の調査では米に関する流通統計などの資料が入手できず、輸入関税が引き下げられた場合

の影響については調査できていない。

ボリヴィアの米生産の15％程度のシェアを持つと言われるサンファン農協(CAISY)からは次のよ

うな意見が出されている。

①現在ボリヴィアの米生産は過剰気味であり、短期的には価格は下がるだろう。

②このため、ペルーなど諸外国への輸出を考える必要があるが、輸出に耐える高品質の米が必

要。

③ブラジルから焼産物を輸入する場合は陸路輸送となるため相当の輸送コストがかかる。こ

のためボリヴィア国内では競争力は確保できるのではないか。

一方、日本大使館からは、農産物価格の低下により、小規模の稲作農家をはじめ日系農家にも

大きな影響が出るのを懸念する声が寄せられている。

今後本件に関し追加調査を行う場合には、この点についても調査を行うことが望まれる。
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プロジェクト方式技術協力、アフターケア、研究協力、
チーム派遣（共通）要請案件調査票

国名　ボリヴィア共和国 番号　　　　

付属資料１．「稲作生産技術改善普及計画」要請及び補足説明

カテゴリー

相
手
国
側
実
施
機
関

要
請
内
容
等

プロジェクト名

要請背景

実施機関名

同所（主）管官庁名

実施機関の事業概要

（同機関の位置づけ、事業

内容、年間予算額等）

プロジェクトの目標、内

容、

（プロジェクト目標、成果、

活動、裨益者等出来る限り

詳細に）

プロジェクト方式技術協力・アフターケア・研究協力・チーム派遣

（和文） 稲生産技術改善普及計画

（英文） Project of Technology and Transfer Development for Rice Production

（和文） ボリヴィア熱帯農業研究センター（CIAT）

（英文） Tropical Agriculture Research Center Bolivia (CIAT)

協力拠点地域：CIATサーベドラ試験場、地域試験場 主要都市からの距離：サンタクルス市から50km

（和文） 農牧業農村開発省

（英文） Ministry of Agriculture, Livestock Industry and Rural Development

ボ国の熱帯・亜熱帯地域農牧産業技術の研究・開発及び開発技術の普及機関であると
同時に、同地域における主要作物の原種生産機関でもある。
　職員242名（内研究員120名）、予算額340万 US$

近年米価格が高値で推移していることもあり、生産者の生産意欲は高く、これ迄の
収量性に重きを置いた考えから、より高品質な品種への要求が強まっている。こうし
た要望に答えるべくCIATは栽培管理技術の普及とリンクした形での、高品質品種及
び優良種子の提供を促進すべく画策しており、そのためには関連セクションの組織的
な技術レベルの向上が不可欠と判断し、本プロジェクトの要請となった。

東部平地地域の稲作農家の所得の向上と経営の安定及び食糧の安定確保に資すべ
く、当該地域の主要作物でもあり、特に貧困に喘ぐ小規模農家が主な生産媒体となっ
ている稲の適応品種への更新及び優良種子の増産と普及を促進する。そのためCIAT
の研究開発、種子生産及び普及能力を向上させ、日系農家を含む当地稲作農家の所得
向上と経営安定に向けた支援体制を強化する。
（成果）
・稲育種 特定形質改善能力とオリジナル系統育成能力強化
・稲種子栽培 二期作の導入、種子の増産及び品質改善技術大系の確立
・収穫後処理 乾燥調整技術及び在庫（品質）管理の精度向上
・普　及 普及能力強化、小規模農家対象に優良種子普及（NGO組織との協力体

制の構築）、地域試験場の能力強化
　以上の改善を通じ稲作農家（特に小規模零細農家）の新品種及び優
良種子利用を促進する。

活動内容
１稲育種
－父母本個体の選定
－交雑育種能力（選抜方法
も含む）向上
－導入育種における選抜試
験方法の改善
－成績評価方法の改善
－必要施設の拡充と整備
－外国研究機関との協力体
制の強化

２種子生産
－既存栽培管理技術の冬
（乾期）作への応用
－増産及び品質改善に向け
た施肥、除草、病害虫防
除等栽培管理技術の改善
－他の種子生産関連組織と
の関係強化
－種子の乾燥、調整及び保
存施設の拡充と整備
－乾燥及び調整技術の精度
向上
－在庫管理方法の合理化

３普　及
－普及方法の改善
－NGO組織との協力体制の
強化
－内国移住地（小規模農家）
を対象とした優良種子普
及組織の構築
－地方試験場の整備及び運
営能力強化（必要資機材
の導入及び補強）
－地方試験場と近隣小規模
農家の関係強化
－地方試験場での展示栽培
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裨益対象：CIATにおける各関係セクションの職員及びNGO組織普及員、稲作農家（日
系農家を含む）、特に内国移住地の小規模零細農家。

希望する専門家の人数・分

野

希望するカウンターパート

研修の人数・分野

機材供与（主要品目、金額

等詳細に）

無償資金協力の有無

無償不採用の場合

拠点となる施設の状況

カウンターパート、予算確

保状況（要すれば先方に要

確認）

我が方の協力との関係

（無償、有償も含む）

その他我が国との関係で特

記すべき事項

第三国・国際機関からの協

力の有無及びその内容

大使館コメント

（協力実施上及び治安上の留意

点を含む）

長期専門家５名　リーダー／収穫後処理、稲育種、稲栽培、普及、調整員
短期　年間２名　収穫物管理、雑草防除、病害防除、農場管理、普及教材、土壌肥料、
試験計画等

　年間３名×５年間
初年度：組織運営１／予算運営管理１／生産計画１、２年度：稲育種１／普及１／圃
場管理１、３年度：収穫後処理及び保存管理１／稲栽培１／試験計画１、４年度：病
害防除／雑草防除１／在庫管理１、５年度：土壌肥料１／試験場運営１／普及教材作
成

調査車両３台　420万/台、作業用小型トラック３台　210万/台、大型トラック１台　
1100万/台、中型トラクター２台　532万/台、小型トラクター３台　375万/台、トラ
クター周辺機器　420万、基盤整備用作業車１台　980万/台、乾燥及び調整用機器　1680
万、低温保存庫用機器　1680万、分析及び調査用機器　2100万、普及用機器　1015万、
パソコン、コピー機等事務用機器　250万等　約15000万円

〔有・無〕　　〔有〕の場合－〔総額　　　：機材　　　：建物　　　〕
〔（建物、施設）　手当て可、一部可（　　　　は手当て可）、　　可〕

〔ｲ.既存施設の利用　又は　ﾛ.新規施設建設〕
CIATサーベドラ試験場、地域試験場

CIATの研究部と生産部を中心にプロジェクトチームを組織し業務を実施、必要予算
はCIAT基金（一千万US$の研究基金の運用益の活用）と関連生産者団体から確保。
カウンターパートとなる人員は既に勤務している等、プロジェクトのため新たに必
要となるローカルコストは少額で済むものと考えられる。

これまでCIATに対しては稲作、農業機械、病害虫、雑草防除、稲種子生産等の稲作
にかかわる個別専門家が派遣されてきており、その間に栽培に関する研究協力も実施
され、それら協力の成果が蓄積されて来ていることから、本計画においてそれら成果
を活用できる。

稲に関しコロンビアCIAT（国際稲研究機関）と導入育種にかかわる協力を実施してお
り、新系統の配布を受けると同時に試験結果の提出を行っている。近年のコロンビア
CIATの予算逼迫から新系統の配布は難しくなりつつある。

優先順位 　　　　　件中　　　　位、
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